
調査計画 

１ 調査の名称 

家計消費状況調査 

２ 調査の目的 

  個人消費動向の的確な把握のために、ＩＣＴ関連の消費やインターネットを利用した購入状況、購入

頻度が少ない高額商品・サービスの消費等の実態を安定的に捉えることを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲 

  全国 

（２）属性的範囲 

世帯 

４ 報告を求める者 

（１）数 

 30,000世帯（母集団数：約5200万世帯） 

二人以上の世帯 約27,000世帯 

単身世帯    約3,000世帯 

（２）選定の方法（□全数 ■無作為抽出 □有意抽出） 

ア 全国から3,000の調査地点を抽出する。各調査地点から無作為に10世帯を選定し、合計30,000

世帯を対象とする。調査地点は国勢調査調査区をもとに総務省統計局が決定する。各調査地点か

らの調査世帯の選定は住民基本台帳等から作成した世帯名簿により行う。 

イ 調査世帯は、１年間を調査期間とし、毎月12分の１ずつ交替する。

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項 

① 世帯に関する事項

② 電子マネーの利用状況

③ インターネットを利用した購入状況
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④ 特定の商品・サービスの購入金額

⑤ インターネットを利用した商品・サービスの購入金額

（２）基準となる期日又は期間 

毎月１か月間。ただし、世帯に関する事項については、調査開始月の15日現在。 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査組織 

  総務省統計局－民間事業者－調査員－報告者 

（２）調査方法（■調査員調査 ■郵送調査 ■オンライン調査 □その他（       ）） 

  調査は、民間の調査機関に委託し、調査員による留置き調査法（オンラインも併用）とする。なお、

調査票の回収は調査員による回収、郵送による回収及びオンライン調査システムによる回収の併用に

より実施する。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

  月 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

  調査月の翌月上旬を調査票の提出期限とする。 

８ 集計事項 

 別添「集計事項一覧」のとおり 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表の方法 

インターネット及び印刷物 

（２）公表の期日 

① インターネットを利用した購入状況及び電子マネーの利用状況

・四半期（２月、５月、８月、11月中旬）

・年（調査実施翌年の２月中旬）

② 支出関連項目

・月（調査実施月の翌々月上旬）

・四半期（２月、５月、８月、11月上旬）

・年（調査実施翌年の２月上旬）
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・年度（調査実施翌年の５月上旬）

10 使用する統計基準 

   本調査は、世帯を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画定及び集計結果の表示に、統計基準

を用いる余地がないことから、いずれの統計基準も使用しない。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

 （１）記入済み調査票 

保存期間：調査終了後半年 

  保存責任者：調査を委託する民間事業者の長 

 （２）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 

保存期間：永年 

 保存責任者：総務省統計局長 

 （３）当該統計調査の業務の一環として調査票情報を転記することにより作成する書類 

保存期間：調査終了後半年 

保存責任者：調査を委託する民間事業者の長 
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○ ○ △ ○ ○注２ ○注２

○ ○ △ ○ ○注２ ○注２

注１　世帯区分：総世帯及び二人以上の世帯は全世帯と勤労者世帯
単身世帯は全世帯
○は総世帯、二人以上の世帯用区分、△は単身世帯用区分

注２　総世帯、二人以上の世帯と単身世帯の区分は異なる
注３　総世帯、二人以上の世帯のみ

各表世帯数分布総数を出力する。

全国・地方・都市階級別1か月1本にまとめた記入本数（10000世帯当たり）

世帯主の年齢階級別

世帯主の勤めか自営かの別

世帯人員・就業者数別

年間収入階級別

平均購入価格

全国・地方・都市階級別平均購入価格

世帯人員・就業者数別

世帯構成別

年間収入階級別

住居の種類別

世帯分布

全国・地方・都市階級別

住居の種類別

インターネットを利用した購入状況及び電子マネーの利用状況

全国・地方・都市階級別

世帯主の年齢階級別

世帯主の勤めか自営かの別

世帯主の勤め先企業規模別

世帯主の年齢階級別

世帯主の勤めか自営かの別

世帯主の勤め先企業規模別

世帯人員・就業者数別

世帯構成別

年間収入階級別

表 名

世　帯　区　分　注１ 地域区分

１世帯当たり１か月間の支出

全国・地方・都市階級別

集　計　事　項　一　覧 
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【参考情報】 

  

 

家計消費状況調査 
 

 

１．復元推計の方法 

全国平均や地方別平均の推計は、層別の抽出率の逆数（線形乗率）に対して労働力

調査の世帯分布結果を基に補正を行ったものをウェイトに用いて行っている。 

ただし、単身世帯については，線形乗率を１として，労働力調査の世帯分布結果を

基に補正を行って，結果を推定している。 

四半期及び年平均については、月別結果の単純平均として算出。 

 

・世帯数の推定式 



i j k

ikij CN   

N  ：世帯数 

ij  ：ｉ地方，ｊ都市階級の線形乗率 

ikC ：ｉ地方，ｋ世帯人員別（単身世帯は男女年齢階級別）補正係数 

 

・支出金額の月平均の推定式 

N

CX

X
i j k p

ikijijkp




 

X  ：ｍ月の支出金額の平均 

ijkpX ：ｉ地方，ｊ都市階級，ｋ世帯人員別（単身世帯は男女年齢階級別） 

ｐ世帯のある項目の支出金額 

 

 

２．想定回収率 

過去調査の回収実績を踏まえ、回収率７０％を想定。 

 

＜参考＞ 

年度 有効回答率（％） 

２０１０年度（平成２２年度） ６７．４ 

２０１１年度（平成２３年度） ７０．３ 

２０１２年度（平成２４年度） ６８．２ 

２０１３年度（平成２５年度） ７１．５ 

２０１４年度（平成２６年度） ７０．１ 

２０１５年度（平成２７年度） ６４．０ 

２０１６年度（平成２８年度） ６４．１ 

２０１７年度（平成２９年度） ７０．６ 

２０１８年度（平成３０年度） ７３．４ 

２０１９年度（平成３１年度）※令和元年度 ７１．３ 
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